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研究成果の概要（和文）：放射性廃棄物の処分に関して，放射性核種の閉じ込め性能に優れたコンクリートピッ
ト処分におけるセメント固化処理プロセスの管理・安全評価手法を構築することを目的としている。そのため
に，拡散・移流・電気泳動による溶出評価加速連成システムを新たな試験方法として確立した。特に，核種イオ
ンを含むセメント固化処理体の長期にわたる成分溶出に起因する変質および環境影響を明らかとした。なお，放
射性廃棄物水和固化体内部での核種イオンの挙動をモデル化した数値解析手法と組み合わせることにより，上記
の連成システムを管理・安全評価手法として提案する上で，種々の環境条件下におけるセメント固化処理材料の
長期的な物性評価を行った。

研究成果の概要（英文）：With regard to the disposal of radioactive waste, the objective is to 
establish safety evaluation method for immobilization process in concrete pit disposal with 
radionuclides. For this purpose, an accelerated coupled system based on diffusion, advection and 
electrophoresis has been proposed as a new test method. In particular, the degradation and 
environmental effects caused by the long-term leaching behavior from cementitious body containing 
nuclide ion were clarified. In addition, when proposing the above-mentioned experimental 
investigation system as a management and safety evaluation method by combining with the numerical 
analysis method which modeled the behavior of nuclide ion inside the radioactive waste hydrated 
solid body, various environmental conditions were performed for long-term physical property 
evaluation ofcement hardened body simulated for immobilization of nuclide ions.

研究分野： コンクリート工学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
電気化学的溶出加速試験方法は，極微小薄片試料への適用によって短期間でセメント系材料の化学的・物理的変
質の長期評価が可能な技術として提案するものである。本研究では，数十年～数百年以上に亘るセメント系材料
の挙動を短期間の内に再現できるだけでなく，セメント系材料中の核種を含む溶出（イオン移動）現象を加速で
きる技術として構築した。このとき，長期浸せき試験および溶出評価加速連成システムを外部環境中のイオン濃
度や加速条件を変化させながら実施することで，イオン移動促進技術としての評価手法としてのセメント固化に
よる放射性廃棄物処理固化体の模擬供試体の評価を行った。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
セメント等を用いて固化・地下埋設処理した低レベル放射性廃棄物（図-1）に含まれる核種

は地下水などに長期にわたり接触した場合，環境中へ移動・拡散する。しかしながら，処分場
を構成するコンクリート等の部材の耐久性およびバリア機能に関する報告は多いものの，セメ
ント固化処理体自身の長期にわたる物理化学的安定性についての検討は数少なく，長期変質機
構の解明ならびに安定性評価手法の構築には現在も至っていないのが現状である。 
セメント系材料のイオン移動に伴う経時的な変質の進行速度は非常に遅いため，実際の現象

を模擬した浸せき試験により関連する物性を把握するには長時間を要する。したがって，イオ
ン移動に伴う変質後の性能評価に反映するために，様々な方法が国内外の研究者らによって提
案されているものの，関連する物性を実際に取得するための促進技術が必要とされながら有用
な成果は今のところ多いとは言えない。 
溶出加速技術を用いた放射性廃棄物のセメント固化処理の管理・安全評価手法として発展的

に提案するためには，様々な環境条件ならびに処理材料に対応できる必要があり，地下水の浸
透により生じる実際の拡散現象に加え，加速方法および条件と環境イオン濃度を踏まえた評価
が大変重要となる。そのため，各条件（環境および使用材料）に応じた試験が実施できる設備
を確立することで，高い信頼性の下で試験方法の適用範囲を拡充させることができると考えら
れる。 
 

２．研究の目的 
放射性廃棄物の処分に関して，放射性核種の閉じ込め性能に優れたコンクリートピット処分

におけるセメント固化処理プロセスの管理・安全評価手法を構築することを目的としている。
そのために，拡散・移流・電気泳動による溶出評価加速連成システムを新たな試験方法として
確立する。特に，核種イオンを含むセメント固化処理体の長期にわたる成分溶出に起因する変
質および環境影響を明らかとする。なお，放射性廃棄物水和固化体内部での核種イオンの挙動
をモデル化した数値解析手法と組み合わせることにより，上記の連成システムを管理・安全評
価手法として提案する上で，種々の環境条件下におけるセメント固化処理材料の長期的な物性
評価を行う。 
 
３．研究の方法 
電気化学的溶出加速装置は，従来の試験方法と比較して，研究・開発する極微小薄片試料へ

の適用によって遥かに短期間で化学的・物理的変質の評価が可能な技術として提案するもので
あり，手法の有用性を示すものである。特に，放射性廃棄物処分施設を対象とした数百年以上
に亘るセメント系材料の挙動を短期間（数日・数カ月あるいは数年）の内に再現できるだけで
なく，現在ではセメント系材料中の核種を含む溶出（イオン移動）現象を加速できる技術とし
て構築する。このとき，長期浸せき試験および溶出評価加速連成システムを外部環境中のイオ
ン濃度や加速条件を変化させながら実施することで，イオン移動促進技術としての評価手法を
用いて検証する。 
 

 

 

放射性核種の環境中への拡散においては，図-2に示すように，地下水等の浸入および地下水
流による種々の共存イオン環境下での化学的影響を考慮する必要がある。数十年～数百年以上
の実際の溶出挙動については，本研究で実施する溶解試験により得られる核種イオンの共存イ
オン環境下での溶解平衡モデルによるイオン移動の数値解析による妥当性の評価を行う。この
とき，模擬放射性核種として，主たる核種イオンである Cs のβ崩壊により生じるバリウム（Ba）
も対象として，図-2に示す相平衡と拡散・移流・電気泳動を連成した核種イオンの溶解・拡散
現象に対する加速実験・評価システムを構築する。 
 
４．研究成果 
４．１ 共存イオンおよび移流制御環境下での溶出加速システム 
普通セメント（OPC）に高炉スラグ微粉末（BFS）を異なる混合比で変化させることでベース

粉末材料とし，異なる水セメント比および Csおよび Sr を塩化物および硝酸化物として混錬す
ることで放射性廃棄物セメント固化処理模擬供試体を作製した。図-3に示すように，浸せき試



験（0A/m2：非溶出加速），あるいは電気化学的溶出加速試験を行うことで溶出挙動が変化する
ことがわかった。ここでは，印加する最大電圧を 800V とし，最大 25A/m2の電流（曝露面積当
たりの付与電流）を達成するとともに，図-4に示すように，外部圧力制御装置により電気泳動
セル容器内の移流制御下（0.16mL/min～）において溶出加速環境を模擬（循環した水溶液は外
部容器へ排出）することができ，0.1mol/L の CsCl 水溶液あるいは SrCl2水溶液を循環させなが
ら溶出加速試験を行った。 
 

 

 

 

 

 

 

図-5 に加速溶出試験により得られた結果の一例を示す。ここでは，イオン濃度および移流制
御下における Ca2+の加速溶出量について示すとともに，Cl-濃度に対する Csあるいは Srの溶出
濃度比（RA）を表している。Cs+あるいは Sr2+共存下においては，Caの溶出量が僅かに低下した
ことから，Cs+あるいは Sr2+が電気的なイオン移動のキャリアとなり得ることがわかった。一方
で，OPC:BFS の混合比を 1:1 から 1:9 とすることで，上記の低下量が増大した。すなわち，粉
体構成比を変化させることで生成あるいは核種イオンの吸着サイトのポテンシャルを本システ
ムにより実験的に把握しながら，固化処理体の材料設計および評価が可能であることが示唆さ
れた。また，OPC:BFS の混合比を増加させることで，主たる水和生成相を構成する Ca の溶出を
抑え，環境作用水中のイオン濃度指標としての Cl-に対する相対的な固定量（溶出量）を増加
（低下）できることが推察できた。このことは，Clの拡散を同時に示しているが，Cl に関する
閉じ込め性能は乏しい場合には，陰イオンを固溶させることができれば，Sr と同様に Cl の溶
出量を抑制できると考えられる。 



他の種々のイオンの溶出挙動の評価結果については，電気加速溶出試験では，陰極側の外部
溶液中には出発材料の主成分である Siが多く溶出する一方で，陽イオンとして溶出する Naお
よび Alは電圧の印加の影響を受けて，電気加速溶出試験の陰極側の外部溶液中への溶出量が多
く増大し，加速試験による 1日当たりの溶出量が促進された（イオン種により最大数十倍から
数百倍）。なお，拡散場における溶出試験では検出されず，電気加速溶出試験の陰極側にのみ溶
出し，電圧を印加したことによる溶出の加速が他元素と同様に生じるイオン種も検出された。
このとき，単位面積当たりの付与電流が低い（拡散場に近い）場合には，電気的加速溶出試験
による Ca2+や Al3+の溶出が加速されにくく，電気泳動よりも拡散によって律速される場合があ
ることが分かった。 
また，Cs のβ崩壊により生じるバリウム（Ba），気液中の CO3

2-および NO3
-の影響について評

価を行った結果，外部溶液の作用あるいは初期水和により生成した BaSO4 は加速溶出試験にお
いても安定して固相に残存しており，図-6に示すように，二次生成物であると考えられる CaCO3

あるいは Hidrotalcite や硝酸アルミネートカルシウム水和物は電気加速溶出試験における電
流密度が高くなるほど分解速度が速くなった。 
さらに，以上においてセメント固化体中の放射性核種イオンの挙動を明らかにすることを目

的とした溶解変質試験の結果に基づいて，一次元差分法を用いたセメント固化処理体からの Ca
溶出予測手法によれば，図-7 および図-8に示すように，本研究を実施した核種イオンの共存下
での Caの溶出挙動を良好に再現できており，最大 100 年までの間に細孔溶液中の核種イオンの
溶出挙動を評価できた。 
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